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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス

（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。
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○ 地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を
支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築するため、市
町村において「地域支援事業」を実施。

○地域支援事業の事業内容 ※金額は積算上の公費 （括弧書きは国費）

（１）介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）
① 介護予防・生活支援サービス事業

ア 訪問型サービス
イ 通所型サービス
ウ その他の生活支援サービス（配食、見守り等）
エ 介護予防ケアマネジメント

② 一般介護予防事業（旧介護予防事業を再編）
ア 介護予防把握事業
イ 介護予防普及啓発事業
ウ 地域介護予防活動支援事業
エ 一般介護予防事業評価事業
オ 地域リハビリテーション活動支援事業（新）

※新しい総合事業を実施するまでの間は、旧介護予防事業等を実施

（２）包括的支援事業・任意事業
① 包括的支援事業

ア 地域包括支援センターの運営
ⅰ）介護予防ケアマネジメント業務
ⅱ）総合相談支援業務
ⅲ）権利擁護業務（虐待の防止、虐待の早期発見等）
ⅳ）包括的・継続的マネジメント支援業務

※支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言、
地域のケアマネジャーのネットワークづくり 等

イ 社会保障の充実
ⅰ）認知症施策の推進
ⅱ）在宅医療・介護連携の推進
ⅲ）地域ケア会議の実施
ⅳ）生活支援コーディネーターの配置

② 任意事業
・介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業 等

○地域支援事業の事業費
市町村は、政令で定める事業費の上限の範囲内で、介護保険事業計画にお

いて地域支援事業の内容、事業費を定めることとされている。
【事業費の上限】
① 介護予防・日常生活支援総合事業

○ 事業移行前年度実績に市町村の75歳以上高齢者の伸びを乗じた額
○ 総合事業への移行期間中については、最大10％の伸びまで可能。

※この他、円滑な移行のため「選択可能な計算式」及び「個別協議」の
仕組みを設けている

② 包括的支援事業・任意事業
○ 「26年度の介護給付費の２％」×「高齢者数の伸び率」
○ 小規模の市町村や給付費の抑制に取り組む市町村については、

総合事業への移行時において次の特例の選択が可能
・25,000千円×当該市町村の高齢者人口を4,500で除した値（センター運営

費）
・930円×当該市町村の高齢者人口（任意事業）

○地域支援事業の財源構成（平成27年度以降）

○ 費用負担割合は、第２号は負担せず、
その分を公費で賄う。
（国：都道府県：市町村＝２：１：１）

介護予防・日常生活支援総合事業 包括的支援事業・任意事業

【財源構成】 【財源構成】

○ 費用負担割合は、居宅給付費の
財源構成と同じ。

１号
２２％

１号
２２％

２号
２８％

都道府県
１２．５％

国
２５％

市町村
１２．５％

市町村

１９．５％

都道府県

１９．５％

国
３９％

地域支援事業の概要 平成28年度予算 公費2,061億円、国費1,030億円

554億円 （277億円）

1,507億円 （754億円）

うちイ、社会保障充実分
390億円 （195億円）
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○ 二次予防事業
○ 一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○ 介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業
○ 地域包括支援センターの運営

（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○ 在宅医療・介護連携推進事業

○ 認知症総合支援事業
（認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア

向上事業 等）

○ 生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で実
施

新しい地域支援事業の全体像

3



保険者機能の強化等による自立支援・介護予防に向けた取組の推進

高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を維持するために
は、保険者が、地域の課題を分析してサービス提供体制等を構築することや、高齢者になるべく要介護状態
とならずに自立した生活を送っていただくための取組を進めることが重要

保険者がこれらを強力に推進できるよう、保険者機能を強化するとともに、都道府県による保険者支
援機能も強化する。

基本コンセプト

好事例から示唆される地域マネジメント推進のイメージ

データに
基づく
地域課題
の分析

地域マネジメン
トに係る取組内
容・目標の計画
への記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ケアマネジメント支援の充実によるケアの
質の向上
・介護予防の取組
・ニーズに応じた効率的なサービス提供

等
適切な指標
による実績
評価

財政的インセン
ティブの付与
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保険者機能強化中央研修（仮称）

○ 高齢化が進展する中で、高齢者の自立した日常生活の支援、介護予防、要介護状態等の軽減に向けた保険者の取組を一層加速化すること

が必要である。

○ 国は、本事業により中央研修として都道府県職員に対し研修を実施するが、都道府県は、各都道府県においてそれぞれの市町村の状況を

踏まえ、集団研修、個別研修、市町村を訪問した個別フォローなど様々な方法により、各課題や市町村の状況に応じた研修等を実施する。

事案の概要

○ 国は、各都道府県職員に対し保険者機能強化の観点から、地域ケア

会議の活用等の自立支援・介護予防の取組に関する取組や、市町村支

援の方法について、研修を実施する。

○ 研修を受講した都道府県職員は、各都道府県において、市町村の状

況を踏まえ、集団研修、個別研修、市町村を訪問した個別フォローなど

様々な方法により、各課題や市町村の状況に応じた研修等を実施する。

（例）

・ 求められる保険者像や、実践概論について集団研修を実施。

・ ケアマネジメント支援が低調な自治体に対し、ｹｱﾌﾟﾗﾝ点検・地域ｹｱ

会議・センター職員によるケアマネジメント支援の一体的について研修

を実施。（市町村の状況に応じて、個別フォローを実施） 等

平成29年度概算要求額：4,809千円

事業の内容

（参考）

大分県においては、県の主導により、先進地からの講師派遣や研修実施、

専門職能団体等との連携を進めるなど、市町村の取組をリードしている。

国 → 都道府県職員

自立支援・介護予防の取

組（地域ケア会議の活用

等）について研修を実施

都道府県職員は、それぞれの市町村
の課題等を踏まえ、研修等を実施

【集団研修】

自立支援・介護予防に関する基本的

な考え方について、研修を実施

【個別研修】

人事異動があった市町村職員に対し、

初任者研修を実施

【個別フォローアップ】

地域ケア会議が開催できていない自

治体に対し、個別に相談対応を実施

（例）

集団研修、
個別研修、

・
・

要
求
部
分

集団研修、
個別研修、

・
・
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●目的
生涯現役社会を実現するため、先進的な市町村で取り組んでいる効果的な介護予防の仕組みを全国展開し、元気な

高齢者を増やすことを目的とする。
具体的には、①介護予防における市町村のリーダーシップ構築、②市町村が主体的に介護予防に取り組むための組

織づくりと運営、③効率的・効果的な短期集中介護予防プログラムの実施と地域の受皿づくりを全国の市町村で実践
できるよう、以下のような技術的な支援を行う。

●平成２８年度事業内容
全国の市町村における上記①～③の取組を強化するため、先進事例から普遍的なノウハウを抽出、普及し、実践に

つなげる。

(1) 介護予防活動普及調査事業

介護予防に積極的な自治体において取り組まれている、「要介護状態からの卒業」を見据えた介護予防の手法に
ついて、全国の市町村において取り入れることができるよう、普遍的なノウハウを抽出し、ガイドラインを作成
する。都道府県との連携の下、ガイドラインに沿った取組を全国の市町村が実践できるよう、研修・フォローア
ップのためのカリキュラムを策定し、市町村に提供する。

(2) 介護予防活動普及研修事業

上記研修カリキュラムを用いた研修会を試行的に開催し、ガイドライン、カリキュラム改訂時に内容の充実を図る
。

介護予防活動普及展開事業（平成２８年度～）

自治体における先進事例

普遍的ノウ
ハウの抽出

調査委員会等にて検討 ガイドライン等の作成 研修会の実施

ガイドライン
等の普及

介護予防活動普及調査事業 介護予防活動普及研修事業

都道府県等職員向け

平成28年度予算
40,425千円
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経過措置期間

２７’ ２８’ ２９’

保

険

者

数

３０’

法改正

27、28年度は市町村の選択で移行（エリアごとも可）

要支援認定期間→最大12か月全ての保険者・エリアで導入

○ 市町村が条例で定める場合は、総合事業の実施を平成29年４月まで猶予可能。

○ 市町村は、できる限り早期から新しい総合事業に取り組む。一方で、受け皿の整備等のため、一定の時間をかけて、総合事業

を開始することも選択肢。

※ 総合事業の実施を猶予する場合も、総合事業の実施猶予の趣旨を踏まえ、現在から着実に受け皿の整備を行うよう努めることが適当。

＜段階的な実施例＞

① エリアごとに予防給付を継続（【例】広域連合の市町村ごと）

② 初年度は総合事業によるサービスの利用を希望する者以外は予防給付を継続

③ 既に給付によるサービスを利用している者は、初年度は予防給付とし、翌年度当初からすべての者を総合事業に移行

：予防給付
（訪問介護・通所介護）

：新しい総合事業

既にサービスを受けている者については事業移行後も
必要に応じて既存サービス相当のサービスを利用可能とする。

訪問介護、通所介護（予防給付）から訪問型サービス・通所型サービスへの移行（イメージ）

新しくサービスを受ける者については多様なサービスの利用を促進
（必要に応じて既存サービス相当のサービスを利用可能とする）

総合事業の実施に関する猶予期間

生活支援体制整備事業について、全保険者で実施 7



総合事業・包括的支援事業（社会保障充実分）の実施状況について

平成28年７月１日調査

介護予防・日常生
活支援総合事業

生活支援体制整
備事業

在宅医療・介護連
携推進事業

認知症総合支援事業

認知症初期集中
支援推進事業

認知症地域支援・
ケア向上事業

保険者数
実施率
（累積）

保険者数
実施率
（累積）

保険者数
実施率
（累積）

保険者
実施率
（累積）

保険者
実施率
（累積）

平成27年度中 288 18.2% 682 43.2% 873 55.3% 285 18.0% 740 46.9%

平成28年度中 338 39.6% 442 71.2% 326 75.9% 412 44.1% 337 68.2%

うち
平成28年4月 228 32.7% 287 61.4% 246 70.9% 143 27.1% 207 60.0%

平成29年４月
（総合事業）
平成29年度中
（総合事業以外）

953 100.0% 232 85.9% 160 86.1% 432 71.5% 203 81.1%

平成30年４月 － － 137 94.6% 150 95.6% 320 91.8% 193 93.3%

実施時期未定 0 － 86 5.4% 70 4.4% 130 8.2% 106 6.7%

合計 1,579 1,579 1,579 1,579 1,579

516

※ 保険者に対し、予定を含む各事業の実施（移行）状況を月別で報告を求めたものである。
※ 平成28年4月までの総合事業の実施保険者数は、平成28年1月1日調査である505保険者から516保険者となった。



○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援事業へ移

行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を支

援。高齢者は支え手側に回ることも。

予防給付の見直しと生活支援サービスの充実

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的サービスの提供
（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用し
ながら地域とのつながりを維持できる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡が
りにより、在宅生活
の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には利用
料も低減）

同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の

生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活支
援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介護・生
活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練等
の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等
関与する教室

介護予防・生活支援の充実
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①訪問型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職が短期集中で行う

サービス、移動支援を想定。

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①訪問介護
②訪問型サービスＡ

（緩和した基準によるサービ
ス）

③訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

④訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービ

ス）

⑤訪問型サービスＤ
（移動支援）

サービス
内容

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等
住民主体の自主活動と
して行う生活援助等

保健師等による居宅
での相談指導等

移送前後の生活支
援

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース

○以下のような訪問介護員によるサービ
スが必要なケース

（例）
・認知機能の低下により日常生活に支障が

ある症状・行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的

サービスが特に必要な者 等
※状態等を踏まえながら、多様なサービス

の利用を促進していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等
「多様なサービス」の利用を促進

・体力の改善に向けた
支援が必要なケース

・ADL・IADLの改善に向
けた支援が必要な
ケース

※3～6ケ月の短期間で行
う 訪問型サービスＢ

に準じる

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の

最低限の基準
内容に応じた
独自の基準

サービス
提供者（例）

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体
保健・医療の専門職

（市町村）

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業で多様なサービスを提供していくため、市町村は、サービスを類
型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要。

サービスの類型（典型的な例）
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基準 現行の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別

① 通所介護
② 通所型サービスＡ

（緩和した基準によるサービ
ス）

③ 通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

④ 通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

サービス
内容

通所介護と同様のサービス
生活機能の向上のための機能訓練

ミニデイサービス
運動・レクリエーション 等

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場

生活機能を改善するための
運動器の機能向上や栄養改
善等のプログラム

対象者と
サービス提
供の考え

方

○既にサービスを利用しており、サービスの利用の
継続が必要なケース

○「多様なサービス」の利用が難しいケース
○集中的に生活機能の向上のトレーニングを行うこ
とで改善・維持が見込まれるケース
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進

していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多
様なサービス」の利用を促進

・ADLやIADLの改善に向けた
支援が必要なケース 等

※3～6ケ月の短期間で実施

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の

最低限の基準
内容に応じた独自の基準

サービス
提供者

（例）

通所介護事業者の従事者
主に雇用労働者

＋ボランティア
ボランティア主体

保健・医療の専門職
（市町村）

②通所型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職
により短期集中で行うサービスを想定。

③その他の生活支援サービス

○ その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪問型サービス、
通所型サービスに準じる自立支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等）からなる。

11



生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26年度は第１層、平成29年度までの
間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチングする機能が
あるが、これは本事業の対象外

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す
る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり
など

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング
など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※１ これらの取組については、平成２６年度予算においても先行的に取り組めるよう５億円を計上。
※２ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用できる仕

組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要。
12
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※地域ケア会議の参加者や規模は、検討内容によって異なる。

「地域ケア会議」の５つの機能

個別課題
解決機能

地域課題
発見機能

ネットワーク
構築機能

地域づくり・
資源開発

機能

政策
形成
機能

■自立支援に資するケアマネジメントの支援
■支援困難事例等に関する相談・助言
※自立支援に資するケアマネジメントとサービス提供

の最適な手法を蓄積
※参加者の資質向上と関係職種の連携促進

→サービス担当者会議の充実

■潜在ニーズの顕在化
・サービス資源に関する課題
・ケア提供者の質に関する課題
・利用者、住民等の課題 等

■顕在ニーズ相互の関連づけ

■地域包括支援ネットワークの構築
■自立支援に資するケアマネジメント

の普及と関係者の共通認識
■住民との情報共有
■課題の優先度の判断
■連携・協働の準備と調整

市町村・地域全体で開催

日常生活圏域ごとに開催

個別事例ごとに開催

個別ケースの検討 地域課題の検討

個別事例の課題解決を
蓄積することにより、

地域課題が明らかになり、普
遍化に役立つ

地域の関係者の連携を強化するとともに、
住民ニーズとケア資源の現状を共有し、
市町村レベルの対策を協議する

検討結果が個別支援に
フィードバックされる

市町村レベルの検討が円滑に進む
よう、圏域内の課題を整理する

自助・互助・共助・公
助を組み合わせた地
域のケア体制を整備

自助・互助・共助・公
助を組み合わせた地
域のケア体制を整備

地域包括

ケアシステムの実
現による

地域住民の
安心・安全と
ＱＯＬ向上

機
能

具
体
的
内
容

規
模
・
範
囲
・
構
造

■有効な課題解決方法の確立と普遍化
■関係機関の役割分担
■社会資源の調整
■新たな資源開発の検討、地域づくり

■需要に見合ったサービスの基盤整備
■事業化、施策化
■介護保険事業計画等への位置づけ
■国・都道府県への提案
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地域包括支援センター運営協議会 地域ケア会議 協議体

目的 センターにおける各業務の評価等を行うこ
とで、センターの適切、公正かつ中立な運営
の確保すること。

○ 個別ケースの支援内容の検討を通じた

地域の介護支援専門員のケアマネジメン
トの支援

○ 地域づくり、資源開発並びに政策形成

など、地域の実情に応じて必要と認めら
れる事項

多様な主体間の情報共有及び連携・協働
による体制整備を推進する。

構成員 ① 介護サービス及び介護予防サービスに

関する事業者及び職能団体（医師、歯科
医師、看護師、介護支援専門員、機能訓
練指導員等）

② 介護サービス及び介護予防サービスの

利用者、介護保険の被保険者（第１号及
び第２号）

③ 介護保険以外の地域の社会的資源や

地域における権利擁護、相談事業等を担
う関係者

④ 上記のほか、地域ケアに関する学識経
験者

会議の目的に応じ、行政職員、センター
職員、介護支援専門員、介護サービス事業
者、保健医療関係者、民生委員、住民組織
等の中から、必要に応じて出席者を調整す
る。

市町村、地域包括支援センター等の行政機
関、コーディネーター、ＮＰＯ法人、社会福祉
法人、社会福祉協議会、地縁組織、協同組
合、民間企業、ボランティア団体、介護サービ
ス事業者、シルバー人材センター等の地域
の関係者

所掌
内容

○ センターの設置等に関する事項の承認
（センターの担当する圏域の設定等）

○ センターの行う業務に係る方針に関する
こと

○ センターの運営に関すること（点検・評価
の方針に基づいて、事業が適切に実施さ
れているかどうか、必要な基準を作成した
上で、定期的に又は必要な時に、事業内
容等を評価する）

○ センターの職員の確保に関すること
○ その他の地域包括ケアに関すること

ア 個別課題の解決
イ 地域包括支援ネットワークの構築
ウ 地域課題の発見
エ 地域づくり・資源開発
オ 政策の形成

○ コーディネーターの組織的な補完

○ 地域ニーズ、既存の地域資源の把握、情
報の見える化の推進（実態調査の実施や地
域資源マップの作成等）

○ 企画、立案、方針策定を行う場（生活支
援等サービスの担い手養成に係る企画等を
含む。）

○ 地域づくりにおける意識の統一を図る場
○ 情報交換の場、働きかけの場等

地域包括支援センター運営協議会・地域ケア会議・協議体について
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17.2%

17.8%

64.9%

平成28年4月

サービスＡ

サービスＢ

サービスＣ

1.7%15.2%

11.4%

71.7%

平成28年4月

サービスＡ

サービスＢ

サービスＣ

サービスＤ

総合事業等の実施状況①

１．サービス別事業所数推移

（事業所）
（事業所）

※１ 生活支援サービス（配食、見守り等）は、平成28年4月時点で１３２ヵ所。

※２ 「サービスＡ」：緩和した基準によるサービス、「サービスＢ」：住民主体による支援、「サービスＣ」：短期集中予防サービス、 「サービスＤ」：移動支

援。 15

○ 総合事業の開始から１年間で、従前の介護予防訪問介護・通所介護以外の「多様なサービス」が出現。

○ 「多様なサービス」の内訳を見ると、訪問・通所サービスともにサービスＡ（緩和した基準によるサービス）が最も多い。

訪問サービス 通所サービス

※以下は、平成27年４月に介護予防・日常生活支援総合事業（以下、「総合事業」と言う。）へ移行した78自治体に対し、総合事業等の実施状況

について、確認を行った結果をまとめたもの。計数については速報値。



15.9%

22.0%

14.4%

3.0%1.5%3.0%0.8%

39.4%

介護サービス事業者

民間企業

社会福祉法人

社団・財団

ＮＰＯ

協同組合

市町村

その他

総合事業等の実施状況②

２．「多様なサービス」の実施主体の状況

訪問サービス

【実施主体】 【実施主体】 【実施主体】

【主な担い手】 【主な担い手】 【主な担い手】
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介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者

以
外
の
場
合

○ 多様な主体の参画が行われているが、訪問サービス・通所サービスでは、介護サービス事業者が実施主体となっているサービス、介護専門職

が担い手となっているサービスの割合が高い。

（事業者割合の状況）

通所サービス 生活支援サービス

74.5%
2.4%

5.4%

2.4%

1.4%
0.8%

2.8%

10.4%

57.1%

5.4%

0.9%

7.1%1.8%

27.8%

87.4%

4.0%
4.0%

1.3% 0.4% 0.3% 1.8% 0.9%

56.5%

11.0%1.2%

9.7%

1.4%
20.2%

8.3%

65.9%

3.8%

21.2%

0.8%0.0%

介護専門職

介護専門職以外の労働者

有償ボランティア

無償ボランティア

市町村職員

不明

（※）

※ 「その他」には、一般住民や
ボランティア団体等がある。
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総合事業等の実施状況③

（参考）主な担い手となっているボランティアに対する研修の実施状況

実施主体 研修期間 頻度 概要

Ａ市 社協（委託） ２日程度 年２回程度 一般介護予防事業におけるサポーター養成講座において実施

Ｂ市 市町村 半日 年１～２回
総合事業の内容や経験のあるボランティアによる体験発表、高齢者支援に関するグ
ループワークなどを実施。

Ｃ市 主として社協（委託） 半日×５日 年１回 国の示しているガイドライン中のカリキュラム（※）に準拠して実施。

Ｄ町 社協（直接） １日～４日
（参加者数に応じる）

年１回
総合事業開始以前から住民主体型の研修があったため、既に当該研修を受講してい
る者に対しては、研修は行っていない。新規のボランティアに対しては国の示している
ガイドライン中のカリキュラム（※）に準拠して実施。

Ｅ町 市町村 半日 年１～２回 国の示しているガイドライン中のカリキュラム（※）に準拠して実施。

※ 介護保険制度・介護概論、高齢者の特徴と対応（高齢者や家族の心理）、介護技術、ボランティア活動の意義、緊急対応（困った時の対応）、認知症の理
解（認知症サポーター研修等）、コミュニケーションの手法・訪問マナー、訪問実習オリエンテーション

４．ボランティアに関する状況

○ ボランティア研修修了者数 ： ２２.２人 ○ 研修等実施回数 ： ３.６回（研修の主な実施主体は市町村、社会福祉協議会）

（１）１自治体当たりの養成の状況（平成27年度）

（２）事故発生等の状況

○ ボランティアによる事故発生件数は１件あったが、ボランティア自身の人身事故であった。

○ 市町村に対し、ボランティアによるサービス導入後の苦情の増減を聞いたところ、「増加した」と回答した市町村はなかった。 17

３．緩和型サービス事業所のうち、緩和された基準が適用されているものの割合

○ 従事者員数が緩和されている事業所の割合が高い。

訪問サービス 通所サービス



22 53 90 

247 246 232 
215 

220 219 212 199 

0

100

200

300

400

500

600

平成27年3月 平成27年4月 平成27年9月 平成28年4月

要支援２ 要支援１ 事業対象者（チェックリスト該当）

総合事業等の実施状況④

５．要支援者等数の推移

（人）

※ データを把握していない市町村及び、基本チェックリストについて全高齢者へ配布している等の独自運用を行っている市町村を除く。

18

（65歳以上人口１万人当たり要支援者等数）

※ 要支援１・２の全国における対前年同月比は、24年3月末時点が
105.1%、25年3月末時点が109.4%、26年3月末時点が106.1%となっ
ている。（介護保険事業状況報告）

467

504
（平成27年3月比7.9%）

○ 要支援者数等の推移は、平成26年度までの要支援者の推移と比較して大差はない。

６．サービス利用延べ日数の変化

○ 総合事業利用前後において、サービス利用延べ日数（一月あたり）に大きな変化は見られない。

（日）

日
日

日

（平成27年３月時点の介護予防訪問介護・通所介護利用者で、従前相当以外の総合事業の利用に移行した者（従前相当以外の総合事業を組み
合わせて利用している者を含む。）の利用日数の変化）

注）各自治体において単純無作為抽出法により5件（5件に満たな

い場合は全数）を調査した。推計値は、当該自治体の抽出率の

逆数を乗じた上で算出している。

n=175（抽出数）
Ｎ=3,788（抽出率の逆数を乗じた数）

7.3 7.2

0

2

4

6

8

平成27年３月 平成28年４月

日 日

487 497
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83.3%

82.4%

0.0%

3.1%

14.8%

12.5%
0.6%

0.3%

1.3%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援１

要支援２

新規ケースの認定状況
不変（％）

軽度化（％）

重度化（％）

非該当（％）

死亡（％）

総合事業等の実施状況⑤

（参考）要支援認定者の６ヶ月後認定状況

92.1%

91.3%
0.0%

0.2%

7.4%

8.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援１

要支援２

更新ケースの認定状況 不変（％）

軽度化（％）

重度化（％）

非該当（％）

死亡（％）

73.9%

79.9%
0.0%

0.8%

25.2%

17.9%

0.0%

0.0%

0.9%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援１

要支援２

区分変更ケースの認定状況 不変（％）

軽度化（％）

重度化（％）

非該当（％）

死亡（％）

注１）介護保険総合ＤＢにお
ける集計結果（平成28年
７月15日時点）

注２）平成25年１月認定の
方の平成25年７月の状況

注３）却下等件数・転居等に
よりその後の要介護度が
把握できない件数は含ま
ない。

注４）区分変更の結果、要
介護度が変わらなかった
場合の「みなし更新認定」
も含む。

７．総合事業利用者の状態の変化
（平成27年３月時点の介護予防訪問介護・通所介護の利用者で、総合事業のうち介護予防・生活支援サービス（従前相当以外）の利用に移行した

者の平成28年４月時点における状態変化）

平成27年３月
時点の状態

平成27年３月時点と比較した平成28年４月時点の状態
注１）各自治体において単

純無作為抽出法により50
件（50件に満たない場合

は全数）を調査した。推計
値は、当該自治体の抽出
率の逆数を乗じた上で算
出している。

注２）区分変更等の時期
は、利用者それぞれで異
なる。

n=1,003（抽出数）
Ｎ=4,396（抽出率の逆数を乗じた数）

○ 総合事業への移行を要因とする状態の悪化は見られない。

79.3%

75.4% 15.0%

20.3%

8.6%
0.4%

0.6%

0.0%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援１

要支援２
不変

軽度化

重度化

非該当

死亡



総合事業等の実施状況⑥

20

８．生活支援体制整備事業の実施状況

住民の意
識調査

ニーズの把
握

社会資源の
把握

社会資源の
創出

ネットワーク
構築

担い手の養
成

社会資源と
サービスの
マッチング

市町村
レベル

コーディネーター 10 30 30 13 27 17 8

協議体 12 27 28 9 25 9 5

日常生
活圏域
レベル

コーディネーター 4 8 10 4 8 5 3

協議体 5 10 13 4 10 2 2

○ 調査対象の78自治体中、平成27年4月に生活支援体制整備事業を開始した自治体は68自治体。

○ 生活支援コーディネーター・協議体ともに、今後さらに活動を活発化していく必要がある状況である。

○ なお、協議体の１自治体当たりの平均開催回数は４.７回であった。
（自治体）

９．地域ケア会議の実施状況

（１）地域ケア会議の活動状況

事例検討 ネットワーク構築 ケアマネジメント支援 地域課題の把握 地域課題の検討

70 56 59 60 30

①地域ケア個別会議

○ 地域ケア会議の活動状況は、事例検討は比較的多くの市町村で行われていたが、地域課題の検討や、施策検討などは未だ低調であった。

（自治体）（日常生活圏域レベルにおいて地域包括支援センターが主催し、個別課題の解決等を行う。）

※ 複数回答

※ 複数回答



総合事業等の実施状況⑦

（２）地域ケア会議の１自治体当たり開催回数等（平成27年度）

開催回数 取扱ったケアプラン数

地域ケア個別会議 ３６.０回

７９.７件

地域ケア推進会議 ５.７回

１０．生活支援体制整備事業等により新たに創出されたサービス数

生活支援体制整備事業 地域ケア会議 その他

事業所等数 １９２ ２６ １４８３

○ 生活支援体制整備事業や地域ケア会議により、地域の課題やニーズを踏まえたサービスの創出に至った実績は、その他と比較して低い。

21

ネットワーク構築 地域課題の把握 地域課題の検討 施策検討 市町村への政策提言 社会資源の創出

38 43 38 17 11 12

②地域ケア推進会議

（自治体）
（市町村レベルにおいて地域包括支援センター又は市町村が主催し、地域づくり・資源開発等を行う。）

※ 複数回答



総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）等のロードマップ【第６～８期】（イメージ）

第６期 第７期 第８期

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

段
階

取
組
事
項

●
法
改
正

●
法
施
行

●
総
合
事
業

経
過
措
置
終
了

移行期 成長期①

●
体
制
整
備
事
業

経
過
措
置
終
了

成長期②

総合事業等の成長・発展の支援

取組に関する定期的な検証の実施

検証結果を踏まえた支援の展開

地域づくりに対する住民意識の醸成により、取
組が発展的に成長

円滑な移行のための支援

検証手法の
開発等

第６期詳細編参照
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総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）等のロードマップ【第６期詳細】（イメージ）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度～

4~6月 7~9月 10~12月 1~3月 4~6月 7~9月 10~12月 1~3月 4~6月 7~9月 10~12月 1~3月 4月～

移
行
状
況

取
組
段
階

取
組
事
項

（対象：平成27年度実施分）

●
２８８自治体

●
７８自治体

●
５１６自治体

●
１,５７９自治体

全ての自治体が総合事業を実施市町村が定める条例に基づき、段階的に実施

総合事業への移行事務
等に関するセミナー

総合事業への早期
移行に向けたセミナー

（対象：平成28年度実施分）

総合事業の円滑な移行に向
けた支援

事業評価の実施

総
合
事
業
へ
の
移
行
の
経
過
措
置
期
間
の
終
了

事業効果に関する研究事業

総合事業の円滑な移行に関する支援

先行移行自治体の状況等の把握
○ 事業の効果測定による評価
○ 事業所数等の数量的評価

セミナー
計12回計11回

セミナー開催

創出された事業
所数の把握

創出された事業
所数の把握

総
合
事
業
の
施
行

○ 事業を開始している自治体でも、
生活支援サービス等の今後の展
開に向けて取組を行っている段階
にある。

○ 早期に移行した自治体の実践事
例においても、住民主体のサービ
スの創出の前に、まず地域の関係
者間での意識の共有の推進が必
要だとして取組を行っている事例
がある。

先行移行
自治体調査

生
活
支
援
体
制
整
備
事
業
の
経
過
措
置
期
間
の
終
了

効果測定指標に
関する研究事業

総合事業の移行に関する実

践事例集の作成

自治体の状況を踏まえ、
円滑な実施に関する支

援を実施
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総合事業への移行に関する対応状況等

出典）
平成27年度老人保健事業推進費等補助金「地域支援事業の介護予防・日常生活支
援総合事業の市町村による円滑な実施に向けた調査研究事業」

出展）
平成27年度老人保健事業推進費等補助金「地域支援事業
の介護予防・日常生活支援総合事業の市町村による円滑な実
施に向けた調査研究事業」

◆ 適切なニーズの把握

市町村が総合事業への移行について、
十分な検討が必要となる背景

◆ 先行例活用の限界

総合事業で目指すのは住民主体の地域づくりであるが、

そのためには、まず関係者との認識を共有することが必

要

◆ 関係者の認識共有

地域の声を適切に把握し、地域課題に即した施策をオー

ダーメイドで行政として作っていくことが必要

総合事業に関する移行事務の状況

対応済み
対応中
検討中

検討を開始
していない

生活支援のサービス・活
動の今後の展開に関する
方向性の決定

36.7% 58.3% 5.0%

通いの場のサービス・活
動の今後の展開に関する
方向性の決定

40.0% 56.7% 3.3%

◆ 総合事業移行済み自治体

対応済み
対応中
検討中

検討を開始
していない

生活支援のサービス・活
動の今後の展開に関する
方向性の決定

1.1% 66.9% 32.0%

通いの場のサービス・活
動の今後の展開に関する
方向性の決定

1.7% 69.2% 29.1%

◆ 総合事業移行前自治体

（調査時点）平成27年10月時点

先進自治体の活動は、参考にすることはできるが、地域

の実情が異なる以上、同じことをそのまま実施しても成

功するとは限らないため、自治体ごとの創意工夫が必要

◆ 専門職の関与

住民主体の活動が必要としているのは、金銭的な支援と

は限らず、専門家からのちょっとした助言や技術的なサ

ポート、場所の提供や情報提供などが重要である
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総合相談支援業務

行政機関、保健所、医療機関、

児童相談所など必要なサービスにつなぐ

多面的（制度横断的）支援の展開

介護サービス

成年後見制度

地域権利擁護

医療サービス

ヘルスサービス

虐待防止

ボランティア

民生委員

介護相談員

権利擁護業務

包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援業務

・「地域ケア会議」等を通じた自立支
援型ケアマネジメントの支援

・ケアマネジャーへの日常的個別指
導・相談

・支援困難事例等への指導・助言

住民の各種相談を幅広く受け付けて、
制度横断的な支援を実施

・成年後見制度の活用促進、
高齢者虐待への対応など

地域包括支援センターについて

地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等を
配置して、住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域の住民を包
括的に支援することを目的とする施設。（介護保険法第115条の46第１項）

介護予防ケアマネジメント
(第一号介護予防支援事業)

要支援・要介護状態になる可能性
のある方に対する介護予防ケアプ
ランの作成など
(総合事業または二次予防事業)

障害サービス相談

介護離職防止相談

生活困窮者自立支援相談

主任ケア
マネジャー等

保健師等

社会福祉士等

チームアプローチ

全国で4,685か所。
（ブランチ等を含め7,268か所）
※平成２７年４月末現在。全ての市町村に設置
→日常生活圏域への設置を推進
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多職種協働による個別事例のケ
アマネジメントの充実と地域課
題の解決による地域包括ケアシ
ステムの構築

○高齢化の進展、相談件数の増加等に伴う業務量の増加およびセンターごとの役割に応じた人員体制を強化する。
○市町村は運営方針を明確にし、業務の委託に際しては具体的に示す。
○直営等基幹的な役割を担うセンターや、機能強化型のセンターを位置づけるなど、センター間の役割分担・連携を

強化し、効率的かつ効果的な運営を目指す。
○地域包括支援センター運営協議会による評価、ＰＤＣＡの充実等により、継続的な評価・点検を強化する。
○地域包括支援センターの取組に関する情報公表を行う。

早期診断・早期対応等により、認
知症になっても住み慣れた地域で
暮らし続けられる支援体制づくり
など、認知症施策を推進

地域医師会等との連携により、
在宅医療・介護の一体的な提供
体制を構築

市町村
運営方針の策定・新総合事業の実施・地域ケア会議の実施等

都道府県
市町村に対する情報提供、助言、支援、バックアップ等

在宅医療・介護連携

認知症初期集中支援チーム
認知症地域支援推進員

介護予防の推進

地域ケア会議

包括的支援業務
介護予防ケアマネジメント

地域包括支援センター
※ 地域の実情を踏まえ、基幹的な役割のセン
ター（※１）や機能強化型のセンター（※
２）を位置づけるなどセンター間の役割分
担・連携を強化

※１ 基幹的な役割の
センター

（直営センターで実施も可）
たとえば、センター間の
総合調整、他センターの
後方支援、地域ケア推進
会議の開催などを担う

※２ 機能強化型のセンター
過去の実績や得意分野を踏
まえて機能を強化し、他の
センターの後方支援も担う

今後充実する業務については地
域包括支援センターまたは適切
な機関が実施
＜例＞
・基幹的な役割のセンターに
位置づける方法

・他の適切な機関に委託して
連携する方法

・基幹的な役割のセンターと
機能強化型のセンタ－で分
担する方法 等

高齢者のニーズとボランティア等の
地域資源とのマッチングにより、多様な主
体による生活支援を充実

多様な参加の場づくりと
リハビリ専門職の適切な関与によ
り、高齢者が生きがいをもって生
活できるよう支援

従来の業務を評価・改善す
ることにより、地域包括ケ
アの取組を充実

生活支援コーディネーター

地域包括支援センターの機能強化
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地域支援事業におけるケアマネジメント支援の実施

ケアプラン点検
地域ケア会議における

ケアマネジメント支援

地域包括支援センターによる

ケアマネジメント支援

ケアマネジメント

支援を行う者
市町村 地域ケア会議（※） 地域包括支援センター

事業の位置づけ
任意事業の介護給付費適

正化事業の中で実施

包括的支援事業のうち、包括的・継続的ケアマネジメント業務の中で

実施

支援の内容

居宅介護サービス計画、介

護予防サービス計画の記載

内容について、事業所から

の提出、又は事業所への訪

問等による保険者の視点か

らの確認及び確認結果に基

づく指導等を行う。

○ 日常的個別指導・相談

地域の介護支援専門員の日常的業務の実施に関し、介護支援

専門員に対する個別の相談窓口の設置、居宅（介護予防）・施設

サービス計画の作成技術の指導、サービス担当者会議の開催支援

など、専門的な見地からの個別指導、相談への対応を行う。

また、地域の介護支援専門員の資質向上を図る観点から、必要

に応じて、地域包括支援センターの各専門職や関係機関とも連携

の上、事例検討会や研修の実施、制度や施策等に関する情報提供

等を行う。

○ 支援困難事例等への指導・助言

地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例について、適宜、

地域包括支援センターの各専門職や地域の関係者、関係機関との

連携の下で、具体的な支援方針を検討し、指導助言等を行う。

※ 上記の実施における一つの手法として地域ケア会議が位置づけ

られている。

※ 地域ケア会議は、地域包括支援センターが主催する場合と、市町村が主催する場合がある。（和光市の場合は、市が主催している。） 27



393

128

49

40

31

19

15

15

14

8

137

0 50 100 150 200 250 300 350 400

0.00%超過～0.20%未満

0.20%～0.40%未満

0.40%～0.60%未満

0.60%～0.80%未満

0.80%～1.00%未満

1.00%～1.20%未満

1.20%～1.40%未満

1.40%～1.60%未満

1.60%～1.80%未満

1.80%～2.00%未満

2.00％以上

415

211

107

63

38

29

23

15

15

9

84

0 100 200 300 400

0.00%超過～0.10%未満

0.10%～0.20%未満

0.20%～0.30%未満

0.30%～0.40%未満

0.40%～0.50%未満

0.50%～0.60%未満

0.60%～0.70%未満

0.70%～0.80%未満

0.80%～0.90%未満

0.90%～1.00%未満

1.00%以上

ケアマネジメント支援の実施状況（平成27年度）

実施しているケアマネジメント支援

保険者数 実施割合地域ケア会議で
ケアプラン点検を実施

地域包括支援センターによる
ケアマネジメント支援

任意事業において
ケアプラン点検を実施

× × × 69 4.4%
○ × × 17 1.1%
× ○ × 245 15.5%
× × ○ 18 1.1%
○ ○ × 399 25.3%
○ × ○ 12 0.8%
× ○ ○ 238 15.1%
○ ○ ○ 581 36.8%

○ ケアマネジメント支援の実施状況

○ 地域ケア会議及びケアプラン点検において確認を行っているケアプランの割合

厚生労働省老健局振興課調べ
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「ケアマネジメント支援」の全体像

○ ケアマネジメントが、生活を継続するために利用者の課題を解決するプロセスであるとすれば、「ケアマネジメント支援」とは、このプロセスが

適切に機能するよう支援することであると言える。

○ したがって、ケアマネジメント支援とは、介護支援専門員に対する直接的支援のみならず、事業者や市民など、地域を対象として介護予防・自

立支援の認識を深めることによって、地域におけるケアマネジメントに対する理解を推進し、介護支援専門員がより専門性を発揮できる土壌を

整備し、介護支援専門員の実践力を高めることを基本的な考え方とする。

基本的な考え方

ケアマネジメント支援の取組の全体像

地域のケアマネの現状把握 地域における共通課題の把握 地域における意識の共有化 実践力の養成

ケアマネジメント支援の取組を

検討するための基礎的情報とし

て、市町村内の居宅介護支援事

業所に所属する介護支援専門

員の状況を把握する。

関係機関との連携等において介護

支援専門員が共通して抱えている課

題（ニーズ）を把握する。

具体的には、連携等が難しいと関し

ている機関や人々、その原因を明ら

かにする。

介護支援専門員と、サービス事業

所、医療機関等との間で、専門職連携

の体制を構築することにより、意識の

共有化を行う。

また、地域住民の介護予防・自立支

援に関する認識を高める。

介護支援専門員に対

する研修の実施等を通

じて、地域における介護

予防・自立支援に資する

ケアマネジメントの実践

力を高める。

【具体例】

・ 介護支援専門員数

・ 主任介護支援専門員数

・ 新任の介護支援専門員数

・ 新たに市町村内で勤め始め

た介護支援専門員数

【具体例①】

主治医との連携が出来ていない。

【具体例③】

利用者の意向が強く、意向のみに

基づくｻｰﾋﾞｽ提供となっている。

【具体例②】

終末期に対応したケアが出来る事

業者が少ない。

【具体例①】

医療機関や事業所と、居宅介護支援

事業所の間において、「顔の見える関

係」を作る場を設け、利用者の支援の

ための課題について、共有化を図る。

【具体例②】

利用者を対象とした介護予防・自立

支援に関する出前講座を企画。

【具体例】

・ 研修会の開催。

・ 地域ケア会議におけ

る多職種連携による

ケース検討を実施。

・ 支援困難事例の個

別相談会を開催。
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地域包括支援センターにおけるケアマネジメントの資質向上のための取組状況

○ 支援困難事例に対応する支援や、日常的な個別支援・相談等、介護支援専門員に対する直接的な支援については実施割合が高い。

○ 一方で、ケアマネジメントの資質向上のための居宅サービス事業所等への研修等の働きかけの実施割合は低い。

出典）平成27年度老人保健健康増進等補助金「地域支援事業の包括的支援事業及び任意事業における効果的な運営に関する調査」

図表１１４、１１５、９９

86.5%

90.9%

71.5%

74.5%

65.7%

79.2%

82.9%

48.8%

4.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア．日常的な個別支援・相談

イ．支援困難事例に対応する支援

ウ．個別事例に対するサービス担当者会議開催支援

エ．質の向上のための研修

オ．ケアプラン作成助言等を通じた介護支援専門員の

ケアマネジメントの助言

カ．介護支援専門員同士のネットワーク構築

キ．介護支援専門員に対する情報支援

ク．ケアプランの趣旨に基づいてサービスが提供されるよう、

居宅サービス事業所等への研修等の働きかけ

ケ．その他

ケアマネジメントの資質向上のための取組実施の有無（複数回答）

n=4,685
調査時点：平成27年9月
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ケアマネジメント支援に関する規定①

○ 介護保険法（抄）（平成９年法律第123号）

第115条の45 （略）

２ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業のほか、被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合におい

ても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

一 ～二 （略）

三 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サービス計画及び施設サービス計画の検証、その心身の状況、介護給

付等対象サービスの利用状況その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ、当該被保険者が地域において自立した日常生活を営む

ことができるよう、包括的かつ継続的な支援を行う事業

○ 「地域支援事業の実施について」（抄）（平成18年６月９日老発0609001号厚生労働省老健局長通知）

別紙 地域支援事業実施要綱

別記４－１－（４） 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務（法第１１５条の４５第２項第３号）

ア 目的

包括的・継続的マネジメント支援業務は、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、介護支援専門員、主治医、地域の関係機関

等の連携、在宅と施設の連携等、地域において、多職種相互の協働等により連携し、個々の高齢者の状況や変化に応じて、包括的かつ継続的に

支援していく包括的・継続的ケアマネジメントが重要であり、地域における連携・協働の体制づくりや個々の介護支援専門員に対する支援等を行う

ことを目的とする。

イ 事業内容

(ア) 包括的・継続的なケア体制の構築

在宅・施設を通じた地域における包括的・継続的なケアを実施するため、医療機関を含めた関係機関との連携体制を構築し、地域の介護支

援専門員と関係機関の間の連携を支援する。

また、地域の介護支援専門員が、地域における健康づくりや交流促進のためのサークル活動、老人クラブ活動、ボランティア活動等介護保険

サービス以外の地域における様々な社会資源を活用できるよう、地域の連携・協力体制を整備する。
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ケアマネジメント支援に関する規定②

(イ) 地域における介護支援専門員のネットワークの活用

地域の介護支援専門員の日常的な業務の円滑な実施を支援するために、介護支援専門員相互の情報交換等を行う場を設定する等介護支

援専門員のネットワークを構築したり、その活用を図る。

(ウ) 日常的個別指導・相談

地域の介護支援専門員の日常的業務の実施に関し、介護支援専門員に対する個別の相談窓口の設置、居宅（介護予防）・施設サービス計

画の作成技術の指導、サービス担当者会議の開催支援等、専門的な見地からの個別指導、相談への対応を行う。

また、地域の介護支援専門員の資質向上を図る観点から、必要に応じて、地域包括支援センターの各専門職や関係機関とも連携の上、事例

検討会や研修の実施、制度や施策等に関する情報提供等を行う。

(エ) 支援困難事例等への指導・助言

地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例について、適宜、地域包括支援センターの各専門職や地域の関係者、関係機関との連携の

下で、具体的な支援方針を検討し、指導助言等を行う。

ウ 留意事項

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務は、地域包括支援センターにおいて実施する総合事業の介護予防ケアマネジメント、介護予防支援、介

護給付のケアマネジメントの相互の連携を図り、包括的・継続的なケアが提供されるよう配慮するものとする。

○ 地域包括支援センターの設置運営について（抄）（平成18年10月18日老計発1018001号、老振発第1018001号、老老発1018001号厚生労働省老健局

計画課長・振興課長・老人保健課長連名通知）

４－（１）－④ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務について

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務は、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、介護支援専門員、主治医、地域の関係機関

等の連携、在宅と施設の連携など、地域において、多職種相互の協働等により連携するとともに、介護予防ケアマネジメント、指定介護予防支援及び介

護給付におけるケアマネジメントとの相互の連携を図ることにより、個々の高齢者の状況や変化に応じた包括的・継続的なケアマネジメントを実現するた

め、地域における連携・協働の体制づくりや個々の介護支援専門員に対する支援等を行うものである（法第115条の45第２項第３号）。

業務の内容としては、後述する「地域ケア会議」等を通じた自立支援に資するケアマネジメントの支援、包括的・継続的なケア体制の構築、地域にお

ける介護支援専門員のネットワークの構築・活用、介護支援専門員に対する日常的個別指導・相談、地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例等

への指導・助言を行うものである。
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和光市のケアマネジメントの機能強化概要の

高齢者（市民）尊厳とQOLの向上のために

高齢者（市民）制度周
知・理解

法第１条・２条・４条を
中心とした広報
出前講座 等

ケアマネージャーの育成
（専門性の向上）
自立支援の認識
予防・重症化遅延
保険者の独自研修

介護サービス
事業者育成

（専門性の向上）
自立支援の認識
予防・重症化遅延
保険者の独自研修

和光市コミュニティケア会議
・・・ケースの調整、多制度他職種の連結及びＯＪＴ（ケアマネ・サービス事業者 等）の場
・・・アセスメント統一、訪問介護や通所介護等の個別サービス計画書様式の統一（ＩＣＴ）

※ 独自研修の座学は、知識習得はもとよりＯＪＴに耐えうる考えを学ぶこと。

専門性の高いケアマネジメントの提供 →→→ 高齢者（市民）の幸福
33
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介護離職防止のための相談機能強化モデル事業

○ 地域包括支援センターは住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うものとして、総合相談支援等を実施している。

○ 平成28年５月、「ニッポン一億総活躍プラン」が策定され、本プランにおいて、介護離職を防止すること等の観点から、家族介護が必要となった者に

対して、地域包括支援センターが身近な相談先となることが盛り込まれ、具体的な取組として、地域包括支援センターの土日祝日の開所が挙げられ

ている。

○ 同プランに基づき、介護離職防止等を目的として、地域包括支援センターが、適切にその機能を発揮するため、土日祝日の開所等の取組を推進す

る。

■ ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）
介護に関する総合的な相談機関として、2006年に地域包括支援センターが法制度化。2015年度現在、全国で4,685箇所設置されているが、家族が介護を必要とす

るようになったときの身近な相談先であることを広く周知しつつ、同センターの土・日・祝日の開所を促進する。

【参考】

事案の概要

○ 介護離職防止を目的とし、地

域包括支援センターが主体とな

り、以下の取組を実施する。

○ 取組を通じて、働きながら介

護に取り組む家族や、今後の仕

事と介護の両立に不安や悩みを

持つ就業者に対する相談窓口

を拡大する。

平成29年度概算要求額：190,982千円

事業の内容

地域包括支援センター

在宅介護支援センター
等のブランチ化

地域に出向いた説
明会

大型スーパーへの
出張相談会※ブランチ＝地域の住民の利便を考慮し、地域の住民に身近なところ

で相談を受け付け、センターにつなぐための窓口

☎

・土日祝日の開所または介護
相談ダイヤルの設置
・知名度向上の取組

地元企業の人事部局と
連携した説明会

※適宜労働部局と連携
（介護休業に関する説明会など）
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（Ⅲ-1,2,3） 入退院時における医療と介護の連携の現状と課題

入院時 ・介護支援専門員は、利用者宅への訪問が原則月1回であり、入院したことに気づかない（または遅れて知る）場合、介護支援専門員から病
院への適時の情報提供がなされない。

・入院時情報連携加算が算定可能な期間（入院から7日以内）を過ぎてしまった場合、病院に情報提供しないことが多い。（病院にとっては7
日を過ぎていても有用な情報であるが、介護支援専門員側はそう思っていない）

退院時 ・退院後、あきらかに介護が必要な要介護度の高い患者や、経済面等での退院調整の必要が明確な患者は、病棟から地域連携室等に引き
継がれ、地域連携室職員により介護支援専門員との退院調整が行われる。しかし、比較的軽度な患者（要支援～要介護2相当）は、病棟ス
タッフが介護支援専門員との退院調整の必要性に気づかず、そのまま退院してしまうケースが多いと考えられる。

・患者が要介護認定が必要かどうかについて、特に要支援～要介護1・2あたりを判断するのは難しい。

病院への入院時の情報提供率及び退院時の退院調整率の現状

課 題

54.3%

80.8%

71.6%

43.6%

18.5%

28.4%

2.0%

0.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般病床(n=2,394)

回復期ﾘﾊ病床(n=647)

療養病床(n=176)

有 無 無回答

岩手県
盛岡

岩手県
宮古

富山県
砺波

滋賀県
大津市

和歌山県
新宮

入院時情報提供書
提出なし（％） 33 50 57

退院調整なし（％） 34 19 18 39 30

京都府
中丹東

兵庫県
但馬

徳島県徳
島保健所

大分県
中部

鹿児島県
鹿児島

入院時情報提供書
提出なし（％） 53 74 66 44

退院調整なし（％） 15 20 41 27 31

○介護報酬改定検証調査（26年度実施分）リハビリテーションにおける医療と介護の連携

に関する調査研究
居宅介護支援事業所の利用者のうち、病院(一般病床)から退院時に介護支援専
門員への引継ぎがなく退院していた割合は43.6%であった。

○都道府県医療介護連携調整実証事業（平成26年度）
入院時に情報提供がなかった割合（ケアマネ⇒病院） 33％～74％
退院時に退院調整がなかった割合※（病院⇒ケアマネ） 15％～41％
※病院から退院した利用者のうち、退院前に病院からケアマネへの引継ぎがなかった割合

平成28年3月25日第56回介護保険部会資料
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福島県中医療圏における退院調整ルール

（入院前にケアマネジャーが決まっていない場合）

病院 ケアマネジャー（ケアマネ）

入院
↓

◇患者・家族への聞き取りや、介護保険証、担当ケアマネの名刺の有無等に
より、担当ケアマネが決まっていないことを確認

※要介護認定を受けているかどうかがわからない場合は、市町村介護保険
担当課に問い合わせる。

退院の見込

（入院後１週間程
度）
↓

①退院調整の必要性の判断
○入院後１週間程度を目途に、「在宅への退院が可能かどうか」を判断

○「退院調整が必要な患者の基準」に基づき、退院調整が必要かどうかを判
断

②患者・家族への介護保険についての説明、申請の支援

○①により、退院調整（介護保険の利用）が必要と判断された患者や家族に
介護保険の説明をし、申請等を支援

③ケアマネジャーの選定を支援
○必要に応じ市町村介護保険担当課と相談・調整し、ケアマネの選定を支援

④患者の退院の見込を連絡

○①により、退院調整が必要と判断された患者について、退院の見込を、原
則として退院予定日の７日前までに、③で選定したケアマネに連絡

要介護と思われる者（中重介護者）⇒居宅介護支援事業諸
要介護と思われる者（軽介護者）・判断に迷う者⇒地域包括支援センター

⑤患者情報の収集と在宅への退院に向けた調
整開始

○病院から退院の見込の連絡があったら、退
院調整のための利用者情報の共有について、
いつ、どこで、どんな方法で行うのか、病院と
調整する。

退院調整
⑥入院中の患者情報を共有し、相互に協力して退院に向けた調整を実施

○病院担当者（看護師・ＭＳＷ）とケアマネの退院調整開始面談 ○患者や家族の意向を確認し、介護サービスを調整 ○退院
前カンファレンスの開催 ○退院時情報の提供 など

退院日決定
⑦退院日を連絡
○主治医の許可した退院日をケアマネに連絡

退院後 ⑧サマリーの提供（必要に応じ） ⑨ケアプランの提供（必要に応じ）
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ケアマネジメント実施体制

対象者 要支援者等（※１） 要介護者

ケアマネジメントの実施主体（※２） 地域包括支援センター 居宅介護支援事業所

ケアマネジメントの類型

給付のみ利用する場合
保険給付

（介護予防支援）

（※３、※４）

保険給付

（居宅介護支援）

給付と事業併用する場合

事業のみ利用する場合
総合事業による実施

（介護予防ケアマネジメント）

※１要支援者及び基本チェックリストに該当した総合事業対象者。
※２ 介護保険施設、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、特

定施設入居者生活介護に関しては、その施設等に従事する介護支援専門員等がケアプラン作成を実施。
※３地域包括支援センターが指定介護予防支援事業所として実施
※４ 介護予防支援については、居宅介護支援事業所に委託も可



○ 現行制度は介護給付費の高さに連動する仕組みであることから、

・ 仮に高齢者人口が同程度の自治体でも、介護予防事業の推進や介護給付の適正化に積極的に取組む自治体
は介護給付費が相対的に低く、結果として包括的支援事業・任意事業の上限額も低くなることから、人口規模に
応じたセンターの体制確保に支障。
※制度的に介護予防や介護給付の適正化に取り組むほど、地域包括支援センターの体制が縮小されうる関係となっている

・ 介護給付費の規模が小さい小規模な自治体では、専門職の配置に最低限必要な費用の確保に支障
（現行制度の上限額の下限は3,000千円）

包括的支援事業（地域包括支援センター運営分）・任意事業の上限の見直し

２０２５年を目途とした地域包括ケアシステム構築に向けて、高齢化の進展や地域の実情に応じた地域包括
支援センターの体制整備を図っていけるよう、現行の上限（介護給付費見込額の２％）を以下のとおり見直し
を行っている。

（現行上限の制度的な課題）

（見直し方針）

○ 介護予防や介護給付費の適正化に取り組む自治体や小規模な自治体においても、高齢者の人口規模や増加
等に応じてセンターの体制整備を行うことができる仕組みへと見直しつつ、中長期的には効率化を図る。

○ 具体的には、当該市町村の介護給付費に連動する上限から、高齢者人口に連動する仕組みとする。
※この他、小規模自治体や、介護予防及び介護給付の適正化を推進する自治体に対する特例を設定
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地域包括支援センター職員「準ずる者」の配置状況

出典）平成27年度老人保健健康増進等補助金「地域支援事業の包括的支援事業及び任意事業における効果的な運営に関する調査」 39

○ 地域包括支援センターの職員（包括的支援業務に従事する者）の配置状況をみると、社会福祉士の準ずる者の配置

は年々減少しているが、保健師の準ずる者の配置は横ばいである。

58.6% 59.5% 58.8% 60.0% 58.8%

41.4% 40.5% 41.2% 40.0% 41.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

H23 H24 H25 H26 H27

保健師

準ずる者

保健師

準ずる者

89.9% 91.8% 93.5% 94.2% 94.8%

10.1% 8.2% 6.5% 5.8% 5.2%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

H23 H24 H25 H26 H27

社会福祉士

準ずる者

社会福祉士

準ずる者

社会福

祉士

96.4%

準ずる者
3.6%

社会福祉士（委託）

保健師
88%

準ずる者
12%

保健師（直営）

保健師及び「準ずる者」の推移

社会福祉士及び「準ずる者」の推移

保健師
43.6%準ずる者

56.4%

保健師（委託）

社会福祉士
88.7%

準ずる者
11.3%

社会福祉士（直営）

直営・委託別の「準ずる者」割合

直営・委託別の「準ずる者」割合



「職員の力量不足」の状況

出典）平成27年度老人保健健康増進等補助金「地域支援事業の包括的支援事業及び任意事業における効果的な運営に関する調査」 40

○ 地域包括支援センターにおける準ずる者の配置が少ないセンターほど「職員の力量不足」を感じている地域包括支

援センターの割合は低い。

○ また、5年以上の勤続年数職員の割合が高いほど、「職員の力量不足」を課題と感じている地域包括支援センターの

割合は低い。

50.7%

55.8%

68.4%

0% 20% 40% 60% 80%

「準ずる者」の配置なし

いずれかの職種に

「準ずる者」の配置あり

「準ずる者」の配置のみ

準ずる者の配置状況別の「職員の力量不足」を課題

と感じている地域包括支援センターの割合

46.8%

36.0%

44.1%

52.2%

57.3%

64.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

100%

75-100%

50-75%

25-50%

0-25%

0%

５年以上勤務する職員の割合別の「職員の力量不足」を

課題と感じている地域包括支援センターの割合

（1,009センター）

（218センター）

（2,592センター）
（1,447センター）

（54センター）（79センター）

（1,989センター）

（102センター）

（161センター） （58センター）

（755センター） （333センター）

（1,061センター） （835センター）

（892センター） （511センター）

（1,033センター） （668センター）３職種全てにおいて「準ずる者」の配置のみである７９センターのう
ち、５４センターが「職員の力量不足」を課題と感じている。



地域包括支援センターに関する評価

１．介護保険法における地域包括支援センターの評価に関する規定

介護保険法（抄） （平成９年法律第123号）

第百十五条の四十六 （略）
２ ～３ （略）
４ 地域包括支援センターの設置者は、自らその実施する事業の質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより、その実施する事業の
質の向上に努めなければならない。

５～８ （略）
９ 市町村は、定期的に、地域包括支援センターにおける事業の実施状況について、点検を行うよう努めるとともに、必要があると認めるとき
は、次条第一項の方針の変更その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２．地域包括支援センターの評価の実施状況

（１）市町村による地域包括支援センターに対する評価の実施状況 （２）地域包括支援センターによる自己評価の実施状況

出典）平成27年度老人保健健康増進等補助金「地域支援事業の包括的支援事業及び任意事業における効果的な運営に関する調査」 41



地域包括支援センター職員に対する研修の状況

○ 平成17年度～平成21年度：国庫補助により実施

平成17年度

開催回数 受講者数

地域包括支援センター職員研修 12回 12,076人

新予防給付ケアマネジメント指導者研修 1回 390人

平成18～21年度

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

開催
回数

受講者数
開催
回数

受講者数
開催
回数

受講者数
開催
回数

受講者数

地域包括支援センター職員研修

初任者研修 8回 2,332人 9回 2,615人 7回 1,649人 7回 1,203人

現任者研修 17回 4,663人 14回 3,887人 11回 2,748人 13回 1,983人

新予防給付ケアマネジメント指導者研修 1回 393人 2回 344人 1回 305人 1回 243人

42
※ 現在は、都道府県がそれぞれ地域包括支援センターに対し研修を実施している。（平成27年度は、47都道府県中、46都道府県が実施。）



地域包括支援センターの業務・課題 ①

○ センターの８割は業務量が過大と認識しており、そのうち７割が過大な業務の具体的内容として総合相談支援を

あげている。

○ センターの半数が、職員の力量不足を課題として挙げており、課題がある業務の具体的な業務としては８割弱の

センターが地域のネットワーク構築をあげている。

43

n=4,685
調査時点：平成27年9月

53.7%

70.2%

22.1%

81.6%

43.4%

53.5%

7.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア．職員の力量不足

イ．業務量に対する職員数の不足

ウ．職員の入れ替わりの早さ

エ．業務量が過大

オ．関係機関との連携が十分でない

カ．専門職の確保

キ．その他

地域包括支援センターが抱える課題（複数回答可）

出典）平成27年度老人保健事業推進費等補助金「地域支援事業の包括的支援事業及び任意事業における効果的な運営に関する調査研究事業」



地域包括支援センターの業務・課題②

44

n=3,823
調査時点：平成27年9月

69.5%

38.6%

45.2%

36.6%

66.8%

53.9%

14.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

a．総合相談支援に関わる業務

b．権利擁護に関わる業務

c．包括的・継続的ケアマネジメント

支援に関わる業務

d．介護予防ケアマネジメント

に関わる業務(二次予防対象者)

e．指定介護予防支援に関わる

業務(要支援対象者)

f．地域におけるネットワークの構築

に関わる業務

g．その他

「エ 業務量が過大」の場合の業務内容（複数回答可）

出典）平成27年度老人保健事業推進費等補助金「地域支援事業の包括的支援事業及び任意事業における効果的な運営に関する調査研究事業」


